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公立大学への支援について

公立大学は、平成22年4月には80大学を数え、国立大学や私立大学と並んで我が国の高等教育にとっては欠かせない重要な存在となっております。

これまで、公立大学は、国の文教政策の一端を担い、我が国の学術文化の発展に寄与することはもとより、地域の産業振興や生活・文化の向上、それを支える人材の育成を通じて地域社会の発展に貢献してまいりました。
しかしながら、少子化に伴う大学全入時代の到来による大学間競争の激化や、国際社会や地域社会が求める人材の多様化・高度化など、大学を取り巻く環境は厳しさを増しつつあります。

このような状況の中、民間的発想の経営手法を導入し、活力に富み国際競争力のある大学づくりを目指して、すべての国立大学が平成16年4月から国立大学法人となりました。また、公立大学においても、地方独立行政法人法に基づき、自主・自律的で効率的な大学運営を目指し、法人に移行する設置団体が増加しております。

しかし、地方公共団体の財政状況は年々厳しさを増しており、高等教育の一層の活性化を推進するために教育・研究に必要な諸条件を十分に整えることが困難な状況にあります。

つきましては、公立大学が果たす役割の重要性等を御賢察いただき、国の諸施策の推進にあたりましては、次の事項について格段の御高配を賜りますよう要望いたします。
平成22年8月
全国公立大学設置団体協議会　　　　　　

会長　石川県知事　谷 本 正 憲　　　　　

基準財政需要額における公立大学学生
1人当たり算入単価の大幅引き上げ
全入学時代を迎え、学生数確保が年々厳しくなっている。

地方交付税措置の変動は、安定的な大学運営費用の確保にも支障をきたすため、公立大学学生1人当たりの算入単価の大幅引き上げなど公立大学に対する交付税措置に配慮することを要望する。
